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都市計画案に対する意見書の要旨及び区の回答 

 

都市計画の種類及び名称 東京都市計画 高度利用地区（渋谷二丁目 22地区） 

 

 縦覧期間・場所 意見書の数 

都市計画案の縦覧・意見書

の提出 

令和７年５月 26日から 

令和７年６月９日まで 

 

渋谷区役所都市整備部都市計画

課及び渋谷区ホームページ 

１通 

 

【意見書の要旨と区の回答】 

■都市計画全般に関するご意見 

No. 意見書の要旨 区の回答 

１ ・ 意見結論 

渋谷二丁目 22地区の現段階での東京都市

計画高度利用地区の変更(以下、「本高度

利用地区の変更」という。)は、渋谷駅東

口地区地区計画に反し、検討プロセスに

おいて「渋谷区まちづくりマスタープラ

ン(令和元年 1２月)」違反及び渋谷区まち

づくり条例並びに渋谷区まちづくり条例

施工例違反があり、高度化の必要性が認

められないことから、現段階では認める

べきではない。 

・ 理由  

１.本再開発事業による建物は鉄骨造であ

り、シティプライドを損ねる。２.複合映

画館の事業計画性が示されていない。３.

オフィス部分の将来立体スポンジ化リス

クが高い。４.本高度利用地区の変更が立

体的なスポンジ化推進するものではない

と具体的に説明されない限り、本計画は

渋谷区まちづくりマスタープランに反し

ている。【原文：別添１】 

・ 渋谷二丁目 22地区の高度利用地区は、渋

谷区まちづくりマスタープラン(令和元年

1２月)（以下「マスタープランとい

う。）、渋谷区まちづくり条例及び渋谷区

まちづくり条例施行規則に基づき、検

討・策定・変更してきた計画であり、渋

谷区が目指すまちづくりを実現する計画

であるため変更の必要があると考えま

す。 

２ ・ 当計画は、渋谷区まちづくりマスタープ

ランにおいて地域の個性などが重視され

ているにもかかわらず、鉄骨造で、鉄筋

・ 再開発事業を伴う高度利用地区の都市計

画においては、建物の構造や景観を審査

するものではなく、開発事業による都市
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コンクリート造や鉄筋・鉄骨コンクリー

ト造に比べ、見た目の品格・風格や居住

性に劣る。渋谷駅前にふさわしい風格及

び既に存在している渋谷のシティプライ

ド醸成に対する配慮が全く存在しない。

これは、渋谷駅東口駅前をチープで誰も

足を運びたくないまちにするまちづくり

である。このようなアパートを大きくし

ただけの鉄骨高層ビルのために、東京都

市計画高度利用地区変更はすべきではな

い。 

【原文：別添１】 

基盤整備、老朽ビルの建替え・共同化に

よる地域の防災機能強化、公共的な広場

等の空地の創出などの地域への貢献度を

評価し決定するものです。 

・ 当計画は、マスタープランにおいて目標

としている、「渋谷区を象徴する景観、地

区や拠点ごとの個性・スケール感に応じ

た景観」を実現するものです。 

・ なお、本開発事業については別途、アー

バン・コアをはじめ建物全体が渋谷駅前

にふさわしい、渋谷のシティプライドを

醸成するような外観デザインとなるよう

再開発準備組合と協議を継続していま

す。 

３ ・ 将来は生産年齢人口の激減が予測され、

また、動画配信コンテンツ等消費形態の

変化で映画館に足を運ぶ人が少なくなる

のではないか。複合映画館は、渋谷をは

じめ新宿や六本木に多数あり、また海外

観光客が立ち寄らない施設であるのに事

業が継続できるのか。複合映画館の長期

事業継続性が示されるまで、都市計画の

変更を認めるべきでない。 

・ 映画館の 60年後の将来需要について現時

点での予測が困難であれば、本高度利用

地区の変更は認めるべきではない。 

【原文：別添１】 

・ 将来需要の予測は困難ですが、昨今の映

画館の用途は多様化しており、映画を鑑

賞するだけでなく、音楽ライブやコンサ

ート・スポーツ中継等映画以外のコンテ

ンツを上映する機会が増えています。今

後も最先端の技術を取り入れながら、ま

た、社会構造の変化に柔軟に対応し、

様々なコンテンツを発信していく施設へ

と変化することを事業者は想定していま

す。 

・ また、動画配信コンテンツのデジタル

化、個人化が進むなか、人々がリアルに

集い感動を共有、地域のコミュニティを

育む場として、文化発信拠点としての役

割を担うことが期待されます。 

・ 最先端技術による体験価値、人々のつな

がりから生まれる社会的価値が融合し

た、その場でしか得られない魅力的な付

加価値を提供することで、映画館は将来

にわたって一定の事業性と存在意義を維

持できると考えられ、区は継続性がある

と認め、高度利用地区を変更します。 

４ ・ 渋谷は従来オフィス街ではないが、渋谷

駅周辺地区の個性として世界に知られる

・ 市街地再開発事業とは、都市における土

地の高度利用と都市機能の更新を図るた
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生活文化を潰して近年高層ビルの大量供

給が続いており、今後も予定されてい

る。 

・ 60年後の人口が半減し、経済が縮小する

時に、日本のオフィスの需要は激減する

にもかかわらず、渋谷駅周辺で大量のオ

フィスが供給されれば、高層ビルの中で

も立体スポンジ化現象が進むだろう。高

層ビルの具体的な需要が示されるまで高

度利用地区の変更はすべきでない。 

・ 本高度利用地区の変更が立体的なスポン

ジ化を推進するものではないと具体的に

説明されない限り、本変更は渋谷区まち

づくりマスタープランに反している。 

【原文：別添１】 

 

め、老朽化した建物や細分化された敷地

が集積する市街地において、共同で建築

物を整備し、公共施設を再配置する事業

です。現行の制度では、区は本計画のよ

うに都市環境を向上させると共に、地域

特性を活かして行う再開発事業をバック

アップすることになります。 

・ マスタープランは、20年後の渋谷区をま

ちづくりの視点から実現することを目的

として策定されました。今後もおおむね

20年ごとに更新されることになります

が、人口減少が進む中 60年後において

も、その時々の社会・経済情勢などの動

向に即して更新されることになります。

スポンジ化現象が進まないように、既存

の都市ストックを活かしながら、適切な

維持管理のもと、まちを将来世代に引き

継いでまいります。 

５ ・ 区は、渋谷区マスタープラン及び渋谷区

まちづくり条例に従い、まず渋谷区マス

タープラン第 7の「5渋谷区の取組みと役

割」で自ら約束した「信頼関係を深め

る」姿勢のもとで、「地域の計画やプロジ

ェクト等へと具体化する際には、渋谷民

が参画しやすい仕組みの導入を図りま

す。(ワークショップ・進捗状況の見える

化など)・民・事業者・大学・公的主体

(国・都・隣接区等)との連携や調整を図

ります。」を行わなければいけない。本高

度利用地区の変更検討は、その後であ

る。【原文：別添１】 

・ 渋谷区まちづくり条例に基づく認定まち

づくり協議会は、区などと連携し地域の

まちづくり活動を行っており、現在渋谷

の協働型のまちづくりを推進する一端を

担っています。 

・ マスタープランは、渋谷民とのワークシ

ョップや多世代の、また企業や大学等

様々な立場の方々との座談会など多くの

意見交換を経て策定しています。 

・ さらに、都市計画の決定・変更段階にお

いても、渋谷区まちづくり条例に則り、

住民及び権利者との意見交換会等ご意見

を伺う場を増やして行っております。 
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